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今村幸次郎弁護士講演より

　○有期雇用の問題
労働契約法制のなかでは、この有期雇用を臨時的な場合に制限するとかということは一切ないんです。有期雇用をいい雇用としてもっと活用すべきだという視点で書かれています。いまこれだけ有期であるが故に、差別されたり身分が不安定だったり、来期も契約されたいもんだから泣く泣く言うことを聞いたりとか、そういう問題があるにも関わらず、これをいいものだとしてもっと活用しろということがうたわれている。だから、本来必要なのは、有期雇用というのは、ほんとに例外的な場合にね、臨時的な場合に限ると。人を雇う以上は、長期で雇いなさいっていうふうにするとか。あるいは期間に定めがあるなしで、お金が３分の１になっちゃうっていうのはおかしいじゃないかと。それを正すことが重要であるにも関わらず、そういうこと一切せずに、活用を図ろうとしている、これも財界の方針に従うものであると言わざるを得ないと思います。

· 労働時間の規制の適用除外
もう１つの柱としてホワイトカラーエグゼンプション、労働時間規制の適用除外の拡大。要するに、８時間、人間が働くのは、１週40時間で、１日８時間で、それ以外は自由に使って休みを取ってってというのが、人間の最低の生理の要求、そこをやめちゃうということです。
８時間とかを法律で決めることが、けしからんじゃないかというのが、この制度の狙いなんです。実はこれは今もあるんです、管理監督者っていうのがいまの労働基準法でもありまして、労働時間の規制とか、休日の規制をしなくていいという労働者があるんです。しかし、いまの労働基準法の管理監督者っていうのは、非常に限定されてまして、経営者と一体となって経営事項とか人事を決める権限のある労働者で、出退勤の自由がある。いつ来ていつ帰ってもいいと。それから、それなりの収入、手当を得てるとかいくつかの要件があって、非常に限定された人については、労働時間の規制を８時間じゃなくてもいいし、決めなくてもいいということなんです。

　その例外を、企業はみんな悪用し管理監督者は残業代を払わなくていいとか、管理監督者は時間の管理しなくていいっていう、ほんとの管理職、高級管理職の方だけのはずなのに、そうでない人もみんな管理監督者だって言って、残業代を払わないっていうのをやるわけです。

石播ではＥＳ制度、ＳＥ勤務制度というのが現にある。この「Ｅ」もエグゼンプションの「Ｅ」のようなんですが、もともと管理職が2,500人いて、その手前の2,000人の人に残業代を払わない制度だそうです。労働基準法上の管理監督者なんだ、よっていくら働いても割り増しは払わないと。その代わり月６万円の手当がつく、これは月15時間程度にしかならないんですよ。それだけ払っただけで、月100時間だとか、何時間働いても払わないというのが現にある。
　この管理監督者は、いまものすごく濫用されていて、裁判でもわれわれがよく相談受けるのは、「残業代、もらってないんです」って。「何でですか」って言うと、「私係長と言われているんで」とかね。「いや、一応課長って言われてるんでないと思ってました」って言うんだけど、さっき言った管理監督者とまったく違う。ちゃんと８時半に会社へ行って、遅れたらひっぱたかれてとか、途中で帰っていいなんてとんでもない話。一番ぎゅうぎゅうやられてる人たちなんですけど、何か管理職だから残業代ついてないんですけどと言って、膨大な残業代、まあサービス残業っていうんでしょうかね、そういうのが未払いになってるケースってものすごくあります。

　いまの法律だと、「管理監督者だ」と、いくら使用者側がそう言っても、客観的にそうでなければ、訴訟などをやれば勝てる。いま狙われている労働時間適用除外制度は、最後の歯止めのこちら側の足がかりになっている法律を変えちゃう。むしろ自立的などと言いながら、管理は緩んでるんですけど、成果の面ではね、ぎゅうぎゅうやられています。会社から評価を受けるような人が、自立して働けるはずがないんです。　むしろそういう管理が緩んでいる一方で、労働者の従属性は高まっているんだろうと思います。ＩＴ化が進んでいつもコンピュータ、メールとかで管理されていて、仕事ものんびりやるということは許されない。
　時間じゃなくて成果で判断されるっていったって、成果が出ない限りは時間をかけるしかないですから、無限に働く。その結果、メンタルに不安を持ってる方がものすごく増えてるのが実態だろうと思われるのですが、そういう実体をまったく見ずして、自立的な働き方が増えてるじゃないかと。これ、新聞などでは、このエグゼンプション制度は、労働者が労働時間を決められるいい制度だなんてことを書いて報道してるところもあるぐらいでして、まったくとんでもない話ですね、そんな実態ではないと。むしろ労働者は従属性は強まっていて、無限定に働かされて、ほんといのちまで削っている。そこでこの制度を入れたらどうなるかということが、いままさに問題だろうと思います。「このプロジェクトチームは労働時間のない職場にします」と言った場合に、自分だけ嫌だと言ったら、そのプロジェクトをはずされるということに、実際上なっていくわけです、そういうときに嫌だと言えない。

　本人が書面で同意した場合とあるんですが、その書面っていうのも、その都度取るかどうかもわかんない。入社のときに、いや、将来エグゼンプションでも構いませんっていうのを一筆書いておいて、ある日突然、おまえ昔書いたとやられる場合もあるわけで、同意がある場合に限るっていったって、歯止めにはならないと思います。

　それから、一定の収入以上に限ると言われていて、年収1,000万以上の人に限るんだから、まあ、皆さんにはあんまり関係ないですよということも言いたいのかもしれませんが。要するに小さく生んで大きく育てるなんですよ。最初、派遣法っていうのはその、秘書であるとか、ほんとの専門的な限られた業種でのみよかったのが、今ではいけないのだけリストアップして、後は全部いいと。もはや港湾労働者と警備ぐらいですか。後は全部派遣でよくなっちゃった。だから、1,000万で歯止めだなんていったって、そのうち400万だ300万だってなるのは目に見えてます。何よりの証拠に、日本経団連は400万だと言っているわけですから、1,000万で歯止めといったって、そんなものは歯止めにはなりません。

　仕組みが入ることがやっぱりいけないんです。何となく時間の管理されてない人が一方にいれば、だんだん緩んでくる。で、だんだん慣れてきて、じゃ600万でもいいやと、500万でもいいやと、だんだんになっていくわけですから、少数派労働組合をなくすとか、労働運動の最後の部分を壊そうとしている、本当の労働運動の出発点がなくなってしまうかどうかの、いま瀬戸際に来ている。　　

この制度だけは絶対に許してはならない。労働のルールは法律で定めるとなっている憲法27条を、今度は定めなくていいという法律を作る。それから、労働者は団結権が与えられている憲法28条をぶっ壊すと。そういう営みを意味のないものにするというのが、今回の法改正である。これは何としてもね、阻止していかなければいけない。
